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金融資本市場の課題と施策金融資本市場の課題と施策金融資本市場の課題と施策金融資本市場の課題と施策

１．１．１．１．    不良債権問題不良債権問題不良債権問題不良債権問題

 （１）　１３年３月期の状況　【①】

イ． 不良債権残高

　　（注）　リスク管理債権の計数。新生銀行（旧長銀）、あおぞら銀行（旧日債銀）を除く。

〇　不良債権の残高は、主要行では減少したが、地域銀行で増加したため、

全国銀行ベースでは若干増加。

〇　内容的には、破綻懸念先以下は最終処理等により減少したが、要管理債

権が検査を反映した査定の厳格化等により増加。地域銀行の不良債権の

増加も、検査を反映した査定の厳格化等が主因。内容面では改善。

（注）　平成１１年７月に金融検査マニュアルが公表され、これに基づく厳格な検査や会計

監査が実施されてきた結果、貸出条件緩和債権の判定の仕方が統一化され、かつ、

厳格化してきた。

〇　「不良債権比率（不良債権／貸出金）」は５．７２％（主要１６行）。依然米国

のピーク時（１９９１年；５．４７％）を上回る水準。

（注）【実施時期】・・・項目の右横に表示

① 　直ちに取り組める事項（９月末までにできること）

② 　臨時国会で法改正してできること

③ 　10 月以降にすること

（兆円）

１０年３月期 １１月３月期 １２年３月期 １３年３月期

不良債権計（全国銀行ベース） ２６．７ ２９．６ ２８．６ ３０．６（＋2．０）

主要行 １８．９ ２０．３ １８．０ １７．４（△０．６）

地域行 ７．８ ９．４ １０．６ １３．２（＋２．６）

要管理 １１．１ ９．７ ８．１ １０．６（＋２．５）

破綻懸念先以下 １５．５ １９．９ ２０．５ ２０．０（△０．５）

業態別

区分別
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ロ．不良債権の処理に伴う損失（不良債権処分損）

　　　　　　　（注）　主要行は、新生銀、あおぞら銀を除く１６行ベース。

〇　不良債権処分損（引当、償却、売却に伴う損失）は、１１年３月期をピーク

に引き続き減少。不良債権の内容面における改善を反映。

〇　「与信費用比率（不良債権処分損／貸出金）」も１１年３月期をピークに減

少。１３年３月期（全国銀行；１．２％）はすでに米国並みの水準であるが、利

鞘との関係では依然として高水準。

　　　　（参　考）　米銀の与信費用比率　１．２％（１９９９年）

　　　　　　　　　　　　〃　　利鞘　　　　　　 ３．３％（　　〃　　）

　　　　　　　　　　　邦銀の利鞘　　　　　　　０．５８％（１３年３月期）

 （２）　査定の信頼性の確保　【①】

　　　　不良債権処理の前提となる各銀行の自己査定の正確性を高めるため、主

要行に対する検査を以下により抜本的に強化することとし、直ちに実施（今事

務年度（１３年７月～）の検査基本方針に織り込み）。

① 　年１回検査の実施

　これまで２年に１回程度の頻度で実施してきた検査を「年１回検査」の実

施へ強化。

② 　フォローアップ検査（自己査定作業時のチェック）の実施

　上記に加え、金融検査マニュアルに基づく直近検査において当局が指摘

した事項について、銀行の自己査定作業に的確に反映されているかどう

(兆円，％)

10年3月期11年3月期12年3月期13年3月期

主要行 9.9 10.4 4.5 4.3

処分損 全国銀行 13.3 13.6 6.9 6.1

主要行 3.0 3.3 1.7 1.4

  比率 全国銀行 2.4 2.7 1.4 1.2

不良債権

与信費用
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かをチェックするため、自己査定作業時期に「フォローアップ検査」を集中

的に実施。

③ 　検査集計結果の公表を検討

　上記の検査集計結果については、何らかの形で公表することを検討。

 （３）不良債権の的確な処理

　　イ．間接処理 【①】

① 不良債権の保全状況

　不良債権については、そのリスクに応じ担保・保証と貸倒引当金によ

り保全。

＜不良債権の保全状況（全国銀行、13 年３月期）＞ 　　（単位：％）

担　保・保　証 貸倒引当金 計

要管理債権 39.9 13.6 53.6

破綻懸念先債権 50.9 32.7 83.6

実質破綻先・破綻先債権 72.4 27.7 100

不良債権　計 52.1 25.2 77.4

② 担保評価

　担保不動産の評価については、各金融機関において、定期的に鑑定士評

価等により適正評価。サンプル調査によれば、実際の売却額は直前評価

額を上回っている。

　　　　　＜サンプル調査（全国銀行）＞　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（億円）

直前期における評価額(A) 実際の売却額(B) 　　(B)－(A)

7,428 8,777 ＋1,349

③ 要注意先債権等の健全化
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○　１２年３月末に要注意先であった債務者のうち、１２．８％が１年以内

に正常化。他方、破綻懸念先以下に落ちたものは　８．４％（主要行の

サンプル調査）。

○　金融当局としては、要注意先債権等の健全債権化及びそのための体

制整備について各金融機関に要請済み。現在、地域銀行における具体

的な取組み状況について、財務局長が頭取からヒアリングを実施中。

＜債務者区分の１２年３月末から１３年３月末にかけての異動状況（主要

行のサンプル調査）＞　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：％）

１３年３月末

正常 要注意 破綻懸念以下

正常 ９２．９ ６．５ ０．６

要注意 １２．８ ７８．８ ８．４１２年３月末

破綻懸念以下 １．０ ５．３ ９３．７

　　ロ．最終処理　【①】

① 　「緊急経済対策」（４月６日）及び「基本方針」（６月２６日）に基づき、不良

債権（「破綻懸念先」以下）の最終処理を確実に実施。

　12 年９月末 　 　13 年３月末

　　　 　　　　オフバランス化

    　既存分　12.7 兆円 　△4.4 兆円　　　　8.3 兆円 ２年で処理

　　

　  　　　　新規発生分 　　 3.4 兆円 　　　 ３年で処理

　　　

　　　　　　　（注）１３年３月期の通期（１年間）の最終処理実績額は６．９兆円
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② 最終処理の４類型

③　「私的整理」について、透明性、公正性、実効性を確保するため、「緊急

経済対策」を踏まえ、全銀協、経団連等に「私的整理のガイドライン（日本

版ＩＮＳＯＬ）」の作成を要請。６月２９日に研究会で中間とりまとめ。さらに、

９月末までの最終とりまとめに向け検討中。

④　「ＲＣＣ（整理回収機構）」の機能を抜本的に拡充し、不良債権処理の促

進を図る。

○買取　 　不良債権買取りの買取条件や手続の見直しについ

て関係者間で既に検討を開始。

〇信託　 　 既に信託兼営の認可申請を受理し、審査中。な

お、ＲＣＣ内に信託業務準備室を設置し、具体的な

信託スキーム等について検討中。

〇企業再生　 　ＲＣＣにおいて、企業再生対策準備室を設置し、早

期具体化に向け既に検討を開始。

〇証券化　 　長銀旧本店ビルの証券化を実施中（９月に証券発

行の予定）。今後、更に積極的に取組み。

〇都市再生本部との連携　　　土地の有効利用等都市の再生に関する

施策を推進するため、ＲＣＣの保有する不動産物

件リストを都市再生本部へ提供。

清算型 破産法等

再建型 会社更生法、民事再生法等

債権放棄

バルクセール、RCC 等

私的整理

売却(信託)等

法的整理
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 　　（参考）　不良債権問題の解決後のイメージ

　　（１）．前提条件

① 　集中調整期間（平成１３年度～１５年度）

　我が国経済の抜本的な構造改革が進む一方、低成長が継続

し、不良債権についても大量の新規発生。地価も相当程度、下

落。

② 　集中調整期間終了後（平成１６年度～１９年度）

　経済の構造改革が実を結び、我が国経済の再生が実現すれ

ば、不良債権の新規発生も正常化。地価下落も一段落。

（２）．各期間のイメージ（試算）

① 集中調整期間中（平成１３年度～１５年度）

　不良債権についても大量の新規発生が継続することや、地価の

下落が続くことから、不良債権残高、不良債権処分損ともに高い

水準が継続。

② 集中調整期間後（平成１６年度～１９年度）

・ 　不良債権の新規発生が正常化し、地価の下落が一段落すれ

ば、まず、不良債権処分損が正常化。

・ 　更に、集中調整期間中において新規に発生した不良債権の

最終処理（発生後３年以内にオフバランス化）が平成１９年度

頃には一段落し、不良債権残高も正常化。

＜試算（主要１５行）＞

平成１３～１５ 平成１６～１９
不良債権残高 １７．４兆円 ほぼ横這い 逓減し、７～10兆円に
不良債権比率 ５．７２％ ５％台 逓減し、２～３％に
不良債権処分損 ４．３兆円 ３兆円前後 ０．６～１．０兆円
与信費用比率 １．４％ １％程度 ０．２～０．３％

年　　度 平成１２（実績）
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２２２２．銀行等の株式保有制限と銀行等保有株式取得機構（仮称）．銀行等の株式保有制限と銀行等保有株式取得機構（仮称）．銀行等の株式保有制限と銀行等保有株式取得機構（仮称）．銀行等の株式保有制限と銀行等保有株式取得機構（仮称）

（１） 銀行等の株式保有について、株価変動リスクを限定するために自己資本の

範囲内とする上限規制を課す。

　　　　　　　　　株（４３兆円）

　　　　　　　　　　１４兆円　　　　　　 （売却）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　自己資本額

　　　　　　　　　　２９兆円　　　　　　　　　　　　　　　　　　 株

　　　　　　　　（平成１３年）　　　　　　　　　　　　　 （平成１６年）

（注１） 一定の場合には、１～２年の猶予期間を設ける。

（注２） 子会社やベンチャー企業の株式については、別途の取扱い。

（注３） 保有株式のリスク評価について、新たにＢＩＳ規制が導入された場合には、整合性を

とる。
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（２） 保有制限の実施に伴い、株式の市場売却を補完するセーフティーネットと

して「銀行等保有株式取得機構（仮称）」を設立。

　　　　　　　　　　　　　  銀　行　等銀　行　等銀　行　等銀　行　等　　　　　　　随時売却

　　　　　　　　　　　　　　　 株　式　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 市　　場市　　場市　　場市　　場

　　　①当初拠出

　　　　　　 　　　　③買取　　　　　　　④拠出金（売却額の８％を留保）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　②買取資金融資

　　　　　　　　　　　　   機機機機                    構構構構

　　　　　　　　　　　 一般勘定　  特別勘定

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ⑤政府保証２兆円

　　　　　　　　　　　　　自社株買入

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　市中売却等市中売却等市中売却等市中売却等

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　 　　証証証証    券券券券    会会会会    社社社社

　　　　　　投　信・ＥＴＦ　　　　 買 増

               販　売

　

（３）　上記（１）及び（２）に係る法案を次期国会に提出、来年１月の機構設立を

目指す。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【②】

金融機関金融機関金融機関金融機関

 政　府政　府政　府政　府

Ａ社

    市　場市　場市　場市　場

投資家投資家投資家投資家
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３３３３．証券市場の構造改革．証券市場の構造改革．証券市場の構造改革．証券市場の構造改革

 （１）　改革の基本

　銀行のみがリスクを負担する時代から、リスクを本来の最終の負担者であ

る個人に広く薄く分散させる時代へ移行が必要。

　　　①　企業　　借入から資本へ

　　　②　個人　　貯蓄から投資へ

　　　③　政府　　貯蓄尊重から投資重視へ

　　　④　金融のあり方　　間接金融から直接金融へ

 （２）　具体的施策

　　イ．個人投資家の証券市場への信頼の向上

①　証券会社の営業姿勢の転換に向けた方策

○　行為規制違反に係る全行政処分の公表　　　　　　　　　　　　　　　【①】

○　個人投資家中心のビジネス・モデル構築の奨励　　　　　　　　　　【①】

○　証券外務員の資質の定期的なチェックシステムの導入　　　　　　【①】

②　行政による市場監視の強化

○　監視委員会の個人投資家重視の監視行政のための人員増強等【①】

○　個人投資家を守るための厳格な行政処分の実施　　　　　　　　　　【①】

○　コングロマリット化等に対応した検査局と証券取引等監視委員会の連

携強化　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【①】

③　市場インフラの整備

○　目論見書の電子交付の促進　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【①】

○　株式投資単位の引下げの具体化　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【①】

④　自主規制機関による市場監視の強化

○　証券外務員等の処分の公表の実施　　　　　　　　　　　　　　　　　　【①】

○　苦情処理・紛争解決内容の積極的公表　　　　　　　　　　　　　　　　【①】
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⑤　発行企業の株主重視の経営姿勢の確立

○　発行企業の決算短信におけるＲＯＥ（株主資本利益率）等の目標設定

及びその向上に向けた具体的施策の公表　　　　　　　　　　　　　　　 【①】

○ 発行企業の四半期短信による経営情報開示の促進　　　　　　　　【①】

　　ロ．個人投資家にとって「魅力ある投資信託」の実現

①　個人投資家にとって「魅力ある投資信託」の実現のための環境整備

○ 投資家に分かりやすいように目論見書の記載内容改善　　　　　　【③】

○　投資信託の販売手数料の引下げ等に向けた目論見書の記載方法の

見直し　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【③】

○　上場投資信託（ＥＴＦ）の範囲の拡大 　　　　　　　　　

○　上場投資信託（ＥＴＦ）の普及促進　　　　　　　　　              【③】

②　株式投資信託の税制改革（後掲）

③　投資家に対する広報の促進　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【①】

　　ハ．個人投資家によるリスクキャピタル供給のための税制改革（要望）

①　株式等譲渡益課税の抜本的改革

○　申告分離課税の改善

譲渡損失の繰越控除制度の創設、税率引下げ、長期保有上場株式等

に対する優遇策（特別控除）の拡充・恒久化等

○　投資家にとって簡易な納税の仕組みの構築（申告不要制度の創設）

○　円滑な制度移行のための経過措置

・　取得価格が不明な株式への経過措置

・　源泉分離課税の継続利用者を対象に、税率（譲渡金額の 1.05%）引

上げの上（例えば譲渡金額の２％程度）、当分の間、源泉分離課税制度
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の利用を認める。

②　配当課税の改善

○　少額配当申告不要制度の限度額（１銘柄当たり年間１０万円）引上げ

等

③　株式投資信託の税制改革

○ 源泉徴収課税の仕組みを維持した上で、投資家が申告した場合に、

損益通算、損失繰越、長期運用の優遇を可能とする。

④　高齢者貯蓄を経済活性化に役立たせるための贈与税の特例措置の

創設

○ 　長期に株式等に投資する条件で親子間等贈与の贈与税の特例創設

等

ニ．　投資家教育

○ 　金融庁のホームページにおける学校教育支援事業サイトの新設【①】

○ 　投資家向けＱ＆Ａの拡充　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【①】
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（参考）（参考）（参考）（参考）

金融資本市場の課題と施策の「工程」金融資本市場の課題と施策の「工程」金融資本市場の課題と施策の「工程」金融資本市場の課題と施策の「工程」

１１１１．直ちに取り組める事項（９月末までにできること）．直ちに取り組める事項（９月末までにできること）．直ちに取り組める事項（９月末までにできること）．直ちに取り組める事項（９月末までにできること）

（１）不良債権問題

○ １３年３月期の状況

・ １３年３月期のリスク管理債権を開示

・ 「不良債権比率（不良債権／貸出金）」、「与信費用比率（不良債

権処分損／貸出金）」の状況を把握

○ 査定の正確性の確保

 ・年１回検査の実施

   ・フォローアップ検査（自己査定作業時のチェック）の集中的実施

○不良債権の的確な処理

　　・要注意先債権等の健全債権化及びそのための体制整備につい

て各金融機関に要請済み。現在、地域銀行における具体的な取

組み状況について、財務局長が頭取からヒアリングを実施中。

○ 不良債権（「破綻懸念先」以下）の最終処理

・ 不良債権の最終処理に向けて１３年３月期においてオフバランス

化を実施

 ・「私的整理」について、研究会が「私的整理のガイドライン（日本

版ＩＮＳＯＬ）」の９月末までの最終とりまとめに向け検討中。

○ 「RCC（整理回収機構）」の機能の抜本的拡充

・買取　 　不良債権買取りの買取条件や手続の見直しにつ

いて関係者間で既に検討を開始。

・信託　 　既に信託兼営の認可申請を受理し、審査中。なお、

ＲＣＣ内に信託業務準備室を設置し、具体的な信託

スキーム等について検討中。
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・企業再生　 　ＲＣＣにおいて、企業再生対策準備室を設置し、早

期具体化に向け既に検討を開始。

・証券化　 　長銀旧本店ビルの証券化を実施中（９月に証券発

行の予定）。今後、更に積極的に取組み。

・都市再生本部との連携　　　土地の有効利用等都市の再生に関

する施策を推進するため、ＲＣＣの保有する不動産

物件リストを都市再生本部へ提供。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（２）証券市場の構造改革

　○個人投資家の証券市場への信頼の向上

　　・行為規制違反に係る全行政処分の公表

　　・個人投資家中心のビジネス・モデル構築の奨励

　　・証券外務員の資質の定期的なチェックシステムの導入

　　・監視委員会の個人投資家重視の監視行政のための人員増強等

　　・個人投資家を守るための厳格な行政処分の実施

　　・コングロマリット化等に対応した検査局と証券取引等監視委員会

の連携強化

　　・目論見書の電子交付の促進

　　・株式投資単位の引下げの具体化

　　・証券外務員等の処分の公表の実施

　　・苦情処理・紛争解決内容の積極的公表

　　・発行企業の決算短信におけるＲＯＥ（株主資本利益率）等の目標

設定及びその向上に向けた具体的施策の公表

　　・発行企業の四半期短信による経営情報開示の促進

○ 個人投資家にとって「魅力ある投資信託」の実現

 ・投資家に対する広報の促進

○ 投資家教育

・金融庁のホームページにおける学校教育支援事業サイトの新設

 　　 ・投資家向けＱ＆Ａの拡充
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２２２２．臨時国会で法改正してできること．臨時国会で法改正してできること．臨時国会で法改正してできること．臨時国会で法改正してできること

  銀行等の株式保有制限及び銀行等保有株式取得機構（仮称）に係

る法案を次期国会に提出、来年１月の機構設立を目指す。

３３３３．１０月以降にすること．１０月以降にすること．１０月以降にすること．１０月以降にすること

○証券市場の構造改革

　 ・投資家に分かりやすいように目論見書の記載内容改善

　　　 ・投資信託の販売手数料の引下げ等に向けた目論見書の記載方

法の見直し

 　　 ・上場投資信託（ＥＴＦ）の普及促進

４４４４．その他．その他．その他．その他

○ 証券市場の構造改革

 ・個人投資家によるリスクキャピタル供給のための税制改革（要

望）


